
　海外事業所においても、国内同様に環境保護活動を推

進するため、環境マネジメントシステムの構築を進めてい

ます。各国の法令などを考慮し、環境保護体制の構築を

図ります。

共立マテリアル（2001年取得 JSAE393）

■ 共立マテリアル
本社・本社工場

■ ノリタケカンパニーリミテド
本社・三好事業所・神守工場・小牧工場・港工場・松阪工場・
夜須工場・久留米工場・伊万里工場

■ ゼンノリタケ 本社
■ 広島研磨工業
■ ノリタケ
　  リサイクルセンター
■ ノリタケTCF
■ ノリタケの森

■ ノリタケ伊勢電子
　 大宮事業所・大内山事業所
■ 日本レヂボン
　 三好工場・能登工場

ノリタケカンパニーリミテド（1997年取得 JQA-E-90071）

■ キヨリックス三重
三重工場

CO₂排出量の削減

2022年度 電気

68%

石油由来

5%

天然ガス由来

27%

（t-CO₂/年）
（年度）

0 1,200600 1,800 2,400 3,000

2019

2020

2,662

2021

2,657

2,806

2022 2,534

▲

物流輸送によるCO₂排出量
　ノリタケカンパニー単体

▲

エネルギー種類別CO₂排出量比率

▲

CO2排出量実績（Scope１・２）

2018 2022 2023 2024（年度）
0

2.5

5.0

7.5

万t
10.0

0

25

50

75

指数
100

CO2排出量実績（万t）
CO2排出量目標（%）

■■

7780

100

7.3

75

9.8

また、ノリタケカンパニーでは、効率的な物流を目指すため、

継続的に物流輸送量を把握しています。２０２2年度の物流輸送

量は１,423万トンキロでCO₂排出量は２,534トンとなりました。
▲

ISO14001認証取得事業所（2023年3月取得状況）

ノリタケSCGプラスター（2006年取得 TH13 / 7360）

ノリタケスリランカ（2015年取得 ESC-01183）

■ CO₂排出量削減の取り組み
　ノリタケグループでは、低炭素社会への移行･2050年

のCO₂排出量ネットゼロに向け、長期の目標として、CO₂

排出量(Scope1･2)は2030年度50%削減（2018年度

比）、2050年度実質ゼロを掲げました。この達成に向け

て、CO₂排出量を削減するため、生産性の向上を図るとと

もに、省エネルギー設備を導入し、再生可能エネルギーの

活用を積極的に進めています。

　また、事業所の敷地を活用した太陽光発電設備を国内6か

所、海外1か所で稼働しており、年間2 , 000トン以上の

CO₂削減に貢献しています。

■ CO₂排出量実績
　第12次中期3ヵ年環境行動計画の初年度となる2022

年度は、再生可能エネルギーの導入や合理化などの取り

組みにより、2018年度比２５％以上のCO₂を削減し、目

標を達成することができました。

　ノリタケグループは、”持続可能な社会の実現“を目指す

ため、一体となって環境保護活動を推進し、事業活動にお

いて発生する環境負荷や環境リスクの低減に積極的に取

り組みます。また、環境負荷の低減と事業の利益創出を両

立させた経営を行うことで、ステークホルダーとの共栄を

図ります。

地球を元気に
環境負荷の低減

環境方針

ノリタケグループは、創業精神である“良品・輸出・共栄”の
理念のもとにものづくりを行う企業として、地球環境の保全
を重要な経営課題の一つと位置づけ、事業活動を通じて
「持続可能な社会」の実現に貢献していきます。

環境に配慮した製品・サービスの開発・提供に努めます。
事業活動のすべてのプロセスで環境負荷の低減に努め
ます。特に、CO₂発生量の抑制、省資源、廃棄物の削減と
リサイクルの推進について定めた目標の達成と、有害物
質の適正な管理に努めます。
グローバルな視点での環境マネジメントシステムを構築
し、環境負荷の継続的な改善に努めます。
環境に関する法令、条例、その他要求事項を遵守します。
環境活動に関する情報開示とステークホルダーとのコ
ミュニケーション活動の充実を図ります。

（1）
（2）

（3）

（4）
（5） 

活動結果の報告･計画指示

環境委員会

各事業(本)部

事業所･部門･
グループ会社

環境監査
チーム

サステナビリティ
統括委員会

重要事項の
付議･報告監督

環境保護統括者(社長)

活動報告

監査結果

現地監査

指示

▲

環境マネジメントの組織体制

基本的な考え方

PDCAサイクル

環境委員会
活動計画決定

Plan

各事業（本）部
是正処置・
改善活動

Action

環境監査

Check

各事業（本）部
環境負荷削減活動
法規制遵守活動

Do

▲

PDCAサイクル

■ 社内外への情報発信
　環境負荷低減活動を全社で推進するためには、経営者

から新入社員まで一人ひとりが環境問題を正しく認識し、

意識を向上させることが重要です。そのため、階層別に環

境教育を実施しているほか、社内報を通じて環境活動に関

する情報を定期的に発信しています。また、法規制など専

門的な知識が必要な人材を対象に専門教育を実施してい

ます。

　一方、多くの皆さまにノリタケグループの環境への考え

方を理解していただくため、本報告書やホームページで情

報を発信しています。

■ 環境マネジメントシステムの推進体制
　社長を委員長とする「サステナビリティ統括委員会」の

もと、「環境委員会」において活動計画や進捗状況などを

審議し、環境保護活動の統一的な指針を策定します。

　さらに「環境委員会」では、事業本部または事業部ごとに

委員を選出し、事業活動に沿った取り組みを企画するとと

もに、進捗を管理しています。

■ 環境マネジメントシステムの運用
　ノリタケグループでは、国際規格ISO14001に基づい

た環境マネジメントシステムを構築し、環境保護活動を継

続的に推進しています。
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不要物の削減

　限りある資源を有効活用するためには、事業活動におけ

る不要物の発生を極力減らすことが重要と考え、ノリタケ

グループでは、ものづくり強化活動と連携した品質改善な

どで、不要物削減に取り組んでいます。

お客様

種類別に分別粉砕・分級

使用済砥石
の回収・運搬再生砥材

研磨材・
耐火物原料など

▲

使用済み工業用砥石のリサイクル工程

▲

廃プラスチック排出量実績（国内）

2018 2022 2023 2024（年度）
0

300

600

900

1,200

t
1,500

廃プラ排出量実績
廃プラ排出量目標

■■

1,3501,4001,480

1,260

1,3001,480

▲

不要物排出量実績

2018 2022 2023 2024（年度）
0

0.4

0.2

0.6

0.8

1.0

万t
1.2

不要物排出量実績
不要物排出量目標

■■

1.05
1.101.18

1.03

1.001.18

■ ノリタケリサイクルセンターの取り組み
　ノリタケカンパニーの主力事業である工業用砥石は、消

耗品であるため、使用後に産業廃棄物として埋立処分され

ていることから、資源を有効利用する上で大きな課題と

なっていました。

　ノリタケカンパニーが販売した工業用砥石を再資源化

するため、ノリタケリサイクルセンターでは年間約340トン

の使用済みビトリファイド砥石を回収しています。

　回収した砥石は、粉砕し分級した後、研磨材や耐火物原

料などの製品として新たに生まれ変わります。

■ 廃棄物排出量実績
　第12次中期３ヵ年環境行動計画の初年度となる2022

年度は、海外を含む不要物排出量1.1万トン以下の目標に

対して、実績1.03万トンと目標を達成できました。

　また、国内の廃プラスチック排出量1,400トン以下の目標

に対しても、実績は1,260トンとなり目標を達成しました。※算定方法について
・環境省・経済産業省の「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本
ガイドライン」Ver2.0に準拠し算定しました。
・スコープ3の15カテゴリーのうち、カテゴリー9、10、13、14については非該当のため算
定から除外しました。

38.2

5.6

3

31.4

1

0.1

0.2

0.02

0.04

0.4

3.8

8.2

カテゴリー 投資（投資運用に関する排出）

カテゴリー 事業から出る廃棄物

カテゴリー 販売した製品の廃棄

カテゴリー 販売した製品の使用（客先）

カテゴリー 輸送、配送（出荷物流）

カテゴリー リース資本（倉庫等のリース使用）8

カテゴリー 雇用者の通勤7

カテゴリー 出張（従業員）6

スコープ1,2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動カテゴリー 3

資本財（建物、設備、土地の調達）カテゴリー 2

エネルギー利用に伴う間接排出（電気等の使用に伴う間接排出）スコープ 2

2.5直接排出（燃料の使用等による直接排出）スコープ 1

輸送、配送（調達物流）4カテゴリー

購入した製品サービス（原材料調達）1カテゴリー

0 10 20 30 40 50
CO₂排出量比率

（％）

ノリタケ自社内の活動

INPUT
●電力 
●油
●LPG
●都市ガス
●化学物質使用量
（PRTR対象）
●水資源使用量

OUTPUT
●温室効果ガス排出量
（CO₂換算）              
●化学物質排出量（大気排出）
（PRTR対象）                    
●廃棄物最終処分量
●再生利用
循環資源量

5.5

4

5
4
11
12

15

 サプライチェーン全体のCO₂排出量

スコープ1 : 企業の直接排出
スコープ2 : エネルギー利用に伴う間接排出（購入した電気、熱の使用）
スコープ3 : その他の間接排出（カテゴリー1～8、11、12、15）

 67.7万トン
スコープ1～3の合計

102,990千Kワット
895Kリットル

684トン
2,657千m³

657トン
30万m³

72,669トン

8トン
688トン

9,630トン

■ 環境負荷の全体像
　原料調達から製品使用後の廃棄処分までの製品ライフ

サイクル全体に関わる、環境負荷の全体像を把握するこ

とで、より効果的な環境負荷削減に取り組んでいます。

 ノリタケグループでは、国際的な基準に従い、スコープ1～

3の温室効果ガス排出量を算定し、活動指標として活用し

ています。

■ GXリーグ
　GXリーグとは、経済産業省

が主導する、2050年のカーボ

ンニュートラル実現に向けて

GX※に取り組む企業が、同様の

取り組みを行う企業群や政府、

大学、学術機関と協働して、経済社会システム全体の変革

のための議論と新たな市場の創造のための実践を行う場

です。

　ノリタケカンパニーは、2023年5月にGXリーグに参

画しました。
※グリーントランスフォーメーション：化石燃料をできるだけ使用せず、クリーンなエネルギーを
活用していくための変革やその実現に向けた活動
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第12次中期3ヵ年環境行動計画 （2022年度～2024年度計画）　

2022年度実績　

活動項目 2024年度計画2023年度計画2022年度計画

Scope１・2
施策の具体化

CO₂排出量７.３万t以下
(2018年度比)２５％以上
削減

Scope3 基盤整備 Scope 3 算出方法確立

不要物削減
不要物排出量：１.０万t以下
国内廃プラ量：１,３００ｔ以下

売上高比率：１０％以上 環境配慮製品

内部監査実施/改善　
ISO14001認証継続

化学物質管理体制構築

マネジメント
システム
継続改善

管理者教育/CN研修実施

CO₂排出量 7.５万t以下
(2018年度比)２３％以上
削減

Scope 3 制度検討

不要物排出量：１.０５万t以下
国内廃プラ量：１,３５０ｔ以下

売上高比率：１０％以上　

内部監査実施/改善　
ISO14001認証継続

化学物質管理体制検討

管理者教育/CN研修導入

CO₂排出量 ７.７万t以下
(2018年度比)２０％以上
削減

Scope 3 制度把握

不要物排出量：１.１万t以下
国内廃プラ量：１,４００ｔ以下

売上高比率：１０％以上　

内部監査実施/改善　
ISO14001認証継続

化学物質管理実態調査

管理者教育/CN研修導入

化学物質管理

温暖化
対策

資源循環
対策

製品
対策

部会体制
強化

汚染物質
対策

人材育成
強化 推進者育成

カーボン
ニュートラル実現
・２０１８年度比
２０３０年▲５０％
・２０５０年ネットゼロ

活動基盤強化

活動項目 2022年度実績 評価

Scope１・2施策の具体化

Scope 3 基盤整備

不要物削減

環境配慮製品

マネジメントシステム
継続改善

CO₂排出量７.３万t
(2018年度比)２５％削減 〇

〇

△

〇
〇

〇

〇

〇

〇

Scope3 制度把握

不要物排出量：１.０万t
国内廃プラ量：１,２６０ｔ

売上高比率：７％ 

内部監査実施/改善　

ISO14001認証継続

化学物質管理実態調査

管理者教育/CN研修実施

化学物質管理

温暖化対策

資源循環対策

製品対策

部会体制強化

汚染物質対策

人材育成強化 推進者育成

カーボン
ニュートラル実現
・２０１８年度比
２０３０年▲５０％
・２０５０年ネットゼロ

活動基盤強化

▲

環境配慮製品の内訳比率

ノリタケの森  （ビオトープ）

　ノリタケグループでは、環境に配慮したものづくり活動

に取り組んでいます。

　化学物質などによる河川や土壌への汚染、人の健康に

悪影響を及ぼさぬよう汚染対策活動と化学物質管理を実

施しています。

　また、環境配慮製品の売上高比率を2024年度に10%

以上にすることを目標として、製品やサービスの開発に取

り組んでいます。

環境配慮への取り組み

58%

8%

34%

Ⅰ.顧客の使用時の環境負荷低減
Ⅱ.顧客の製品製造時の環境負荷低減
Ⅲ.サービス提供時の環境負荷低減

■
■
■

■ 環境配慮製品
　第12次中期３ヵ年環境行動計画の初年度となる2022年

度は、売上高比率の目標10％に対して、7％となりました。

■ 化学物質管理
　ノリタケグループにおいて環境関連法に対応した化学

物質管理を実施しています。化学物質管理は、有害な化学

物質の新規使用を抑制するための審査、承認のルールと

化学物質の使用量・排出移動量を把握する二つで構成さ

れています。これによって、化学物質の使用状況を「見える

化」し、有害物質の使用量と排出量削減に努めています。

　また、有害な化学物質の保管、使用に対して、関連施設

の構造基準や点検基準を独自に定めた「化学物質汚染防

止管理標準」を発行し運用しており、化学物質の飛散、漏洩

の未然防止に努めています。

■ 生物多様性への取り組み
　ノリタケグループが目指す「持続可能な社会」を実現す

るため、自然と生態系の保全を目指した生物多様性への取

り組みを進めています。事業所敷地内の緑化を進めている

ほか、2022年度には、本社に隣接する「ノリタケの森」で、

生態調査を実施しました。今後も定期的な調査を実施し、

野鳥や昆虫などの生き物が住みやすい環境を整えていき

ます。

■ 水資源保全の取り組み
　大切な水資源を保全するために、ノリタケグループでは、

生産工程からの排水を適正に管理し、河川などの汚染防止

に努めています。廃液が多く発生する工場では、工程からの

排水を回収し、河川などへの有害物質排出をなくすととも

に、洗浄水など一部の工程排水を循環利用しています。
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機会の大きさ2030年における事業影響評価結果概　要項　目

エネ
ルギー

レジリ
エンス

製品･
サービス

市場

資源効
率/エネ
ルギー

製品・
サービス

製品・
サービス

レジリ
エンス

レジリ
エンス

炭素税の導入により燃料燃焼や電力使用に税金が課さ
れる中、CO₂排出量の削減は操業コストの低減に繋がる

CO₂排出量削減による
競争優位性の構築

原材料や調達先の適切な管
理による競争優位性の構築

環境配慮型製品の開発
･販売による脱炭素需
要の取り込み

環境関連の新市場にお
いて、新製品の開発･販
売による脱炭素需要の
取り込み

エネルギーコスト上昇へ
の対応による操業コスト
の抑制

ZEVの普及拡大に伴う
関連製品需要の高まり

環境配慮イメージを軸に
した｢ノリタケ｣ブランド
力の向上

サプライチェーンの
強靭化

安全衛生水準の向上

環境負荷の小さい原材料への代替検討や、調達先の多様
化や適切な管理により、サプライチェーンが強靭化する

現状よりもCO₂排出量の少ない製品の需要が
拡大する

低炭素社会で必要性の高まる新たな製品の提供
機会が拡大する

エネルギーコストが上昇する中でも、省資源･省エネ
の取り組みや再エネの有効利用により、操業コスト
を抑制する

半導体、電子材料および電池関連部材の市場が
拡大する

環境配慮型製品の開発･販売を通じて、ステーク
ホルダーからの評価や企業としてのブランド力が
向上する

災害が増加傾向にある中でも適切な対応･対策に
より、サプライチェーンの強靭性が高まる

気温が上昇傾向にある中でも社員の熱中症対策を
はじめとした対策･対応を進めることにより、安全衛
生水準が高まる

対応により、操業コストを抑えられ、競
合他社に対する競争優位性につながる

対応により、調達コストの低減や競
合との差別化に直接的につながる

環境負荷の小さい製品を顧客に
販売することにより、売上は増加
する

環境関連の新市場が開ける中で
の製品開発・販売により、売上は増
加する

対応により、一定程度は操業コストを
抑えられ、他社に対する競争優位性
につながる

ZEV普及により製品需要が伸び、
売上は伸長する

環境配慮イメージの向上により、
企業価値は増大する

対応により、災害発生時の損失が抑えられ、
競合他社に対する競争優位性につながる

対応により、安全衛生水準が低下
するリスクが抑えられ、競合他社
に対する競争優位性につながる
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対応策機　会リスク

政策･
規制

技術/
市場

技術/
市場

市場

市場

評判

慢性

慢性

急性

エネ
ルギー

レジリ
エンス

製品･
サービス

市場

資源効
率/エネ
ルギー

製品･
サービス

製品･
サービス

レジリ
エンス

レジリ
エンス

CO₂排出量削減による競争優位性の構築炭素税導入/炭素排出規制
によるCO₂排出コスト負担

サプライチェーン上流
の脱炭素化や原材料
不足への対応

サプライチェーン下流
の脱炭素化による製品
市場縮小/環境配慮型
製品開発の遅れ

エネルギーコストの
上昇

内燃機関関連需要の
低下

環境対応の遅れによる
｢ノリタケ｣ブランドへの
影響

自然災害による操業停止

海面上昇時の高潮発生に
よる操業停止

熱中症の増加

原材料や調達先の適切な管理による
競争優位性の構築

環境配慮型製品の開発･販売による
脱炭素需要の取り込み

環境関連の新市場において、新製品の開
発･販売による脱炭素需要の取り込み

エネルギーコスト上昇への対応による
操業コストの抑制

ZEVの普及拡大に伴う関連製品需要
の高まり

環境配慮イメージを軸にした
｢ノリタケ｣ブランド力の向上

サプライチェーンの強靭化

安全衛生水準の向上

・従来より継続してきた省エネ･省資源化、再エネ導入、燃料転
換をさらに推進することで、CO₂排出量を削減する

・購買ガイドライン作成など、サプライヤ管理を行うための仕
組み･体制を構築する
・従来より継続してきた資源循環対策により、資源の効率的利用を推進する

・環境配慮型製品や新製品の開発･販売を加速させる
-製品使用時のCO₂排出量を削減できる電子材料や、水素･
アンモニア燃焼タービンに対応するセラミックコアを販売
-省エネ装置の販売や、水素･アンモニア燃焼炉などの開発を推進
-環境負荷の小さい原材料を使用した製品や、研削効率向上
により使用時のCO₂排出量を削減できる製品の販売を促進
-再生材の利用などバージン材を減らした食器を販売
-燃料電池関連部材･水素製造関連部材を研究開発
-CCUS関連製品を研究開発

・生産効率の見直しによる省エネ化を推進する
・保有する太陽光発電設備の活用を進めるほか、太陽光発電
設備設置等により再エネ導入を加速させる

・ZEVの普及により関連製品の市場が拡大する中、半導体、電
子材料および電池関連事業を拡大させる

・TCFD提言に基づく情報開示や環境配慮型製品の開発･販売
等、投資家や市場に対しわかりやすい形で環境対応の目標を
掲げ、取り組みを明確にする

・立地から当社グループ拠点の被害の程度は限定的と見込ま
れており、安否確認や避難訓練も適宜実施している
・引き続き、当社グループ全体としてのリスク管理体制を強化する

・当社グループ全体として、安全衛生の観点で室温コントロー
ルや水分補給の徹底など、リスク管理を推進する
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機会へ
転換可

リスク
低減策

機会へ
転換可

機会へ
転換可

同時に
発現

機会へ
転換可

リスク
低減策

リスク
低減策

■ ガバナンス
　気候変動に関するノリタケグループの取り組みを主導するため、社長を委員長とする「サステナビリティ統括委員会」のもと、

「環境委員会」において活動結果に基づいて活動計画を審議し、環境保護推進活動の統一的な指針を策定します。

■ 戦略
　2030年において、2℃または1.5℃シナリオでは政策移行の影響が大きい社会像が、対して4℃シナリオでは気象などの物理

的影響が大きくなる社会像が想定されます。その中で、ノリタケグループとしては、2℃または1.5℃シナリオの途上に起こる「低

炭素社会への移行に関連したリスク」と、世界の気候変動対策未達により4℃シナリオに至った場合に発生する「気候変動に伴う

物理的影響に関連したリスク」の2つのシナリオに基づき、リスク・機会を検討しました。

　ノリタケカンパニーは2022年8月、金融安定理事会
（FSB）が設けた｢気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）｣の提言への賛同を表明しました。
　当社は創業精神である「良品・輸出・共栄」の理念のも
とにものづくりを行う企業として、地球環境の保全を重要
な経営課題の一つと位置づけ、事業活動を通じて｢持続可
能な社会｣の実現を目指してきました。お客様をはじめと
したステークホルダーの皆様への責任を果たすため、
TCFD提言に則ってリスク・機会の特定と対応策を検討
し、経営に反映していきます。

TCFD は｢Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures｣の略で、G20からの要請を受けた金融安定理

事会（FSB）によって2015年12月に設立されたタスクフォースです。2017年6月、気
候変動に関連するリスクや機会についての情報開示を推奨する報告書を公表し、世界
中の企業や機関がTCFD提言に賛同しています。

TCFDについて

＜TCFD提言に基づく情報開示＞
https://www.noritake.co.jp/company/csr/esg/environ
ment/tc fd/

TCFD提言に基づく情報開示

リスクの大きさ2030年における事業影響評価結果概　要項　目

政策･
規制

技術/
市場

技術/
市場

市場

市場

評判

急性

慢性

慢性

炭素税の導入により燃料燃焼や電力使用に税金
が課され、CO₂排出コストが操業コストに上乗せ
される

炭素税導入/炭素排出規
制によるCO₂排出コスト
負担

サプライチェーン上流の
脱炭素化や原材料不足へ
の対応

サプライチェーン下流の
脱炭素化による製品市場
縮小/環境配慮型製品開
発の遅れ

エネルギーコストの上昇

内燃機関関連需要の
低下

環境対応の遅れによる
｢ノリタケ｣ブランドへ
の影響

自然災害による操業停止

海面上昇時の高潮発生に
よる操業停止

熱中症の増加

環境負荷の小さい原材料を選定する必要性が高ま
るほか、脱炭素化に伴う新規需要の出現により原材
料の従来用途に対する供給不足が発生する

顧客からのCO₂排出削減要求が強まる中、自社
製造工程でのCO₂排出を削減できなかった場合
や、環境配慮型製品の開発が遅れた場合、顧客離
れが発生する

様々な企業が再エネの調達を行うことにより、
エネルギーコストが増加する

ZEVの普及により内燃機関搭載車が代替され、
内燃機関向けの製品需要が減少する

社会の脱炭素対応を求める圧力の拡大を契機とし
て、ステークホルダーは環境対応の状況に基づき
企業を評価する

特に降雨、強風等の影響が大きい拠点にて、操業
停止が発生する

特に高潮による操業停止が発生しやすい拠点にて、
操業停止が発生する

工場内での熱中症増加により、安全衛生水準が
低下し、操業コストが増加する

炭素税導入や税率引き上げに
より、操業コストは増加する

原材料およびサプライヤの見直し
により、調達コストは増加する

対応の遅れによる顧客離れは、
製品の売上減少に直結する

再エネ単価の上昇により、操業
コストは増加する

ZEVの普及が加速することにより、
内燃機関向け製品の売上は減少する

社会全体で脱炭素対応に注力
する中での対応の遅れは、評判の
低下につながる

立地から当社グループ拠点の被害
の程度は限定的と見込まれる。
一方、サプライヤの操業停止が事業
に影響を与える可能性は存在する

最も沿岸に位置する拠点でも高潮発
生による被害は限定的と見込まれる

工場での熱中症が大きく増加する
可能性は低いと見込まれる
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社会を便利に
良質・安全な製品の安定供給

■ リスク管理

■ 指標及び目標

　気候変動に係わるリスク管理については、2022年に発

足したタスクフォースにおいて分析、評価し、取締役会へ報

告しました。2023年度においては、2023年４月に発足し

た「サステナビリティ統括委員会」にて、気候変動を含めた

当社グループを取り巻くリスクの分析、評価を実施し、重

大リスクの特定を行い、取締役会へ報告します。

　ノリタケグループは低炭素社会への移行・2050年の

CO2排出量ネットゼロに向け、CO2排出量(Scope1・2)

の目標を2024年度に排出量7.3万トン(基準年2018年

度比25%削減)、2030年度に同4.9万トン(同50%削減)

と設定しています。サプライチェーン上の当社グループ以

外のCO2排出量(Scope3 )については算出方法を確立

し、目標設定とその達成手段の検討を進めていきます。

●ノリタケカンパニーリミテド

●日本レヂボン

●ゼンノリタケ

●広島研磨工業

●共立マテリアル

●キヨリックス三重

●ノリタケ伊勢電子

●ノリタケTCF

●ノリタケの森

●ノリタケリサイクルセンター

●NORITAKE ABRASIVES(SUZHOU) CO. ,  
LTD.

●NORITAKE SA (THAILAND) CO., LTD.

●DIA RESIBON (THAILAND) CO., LTD.

●NORITAKE SCG PLASTER CO., LTD.

●PT. NORITAKE INDONESIA

●NORITAKE TAIPEI CO., LTD.

●NOR ITAKE  LANKA  PORCELA IN (PVT )  
LIMITED

2018

9.8

7.3 ▲25%
▲50%

4.9

2022 2024 2030
▲

Scope1・2（自社CO2排出量）削減計画
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実績 目標

『地球を元気に』の内、P37～P42の報告内容は、
下記グループ会社のデータから作成しています。

ノリタケグループ品質方針

ノリタケグループは、社是である「良品・輸出・共栄」の理念のもと
に、お客様に満足していただける良い製品、良いサービスを提供
することで、世界中のお客様からの信頼と期待に応え続けます。
（1） お客様の立場に立って、安全で安心な製品とサービス 

を提供します。
（2） すべての組織で一人ひとりが、品質向上に取り組み続けます。
（3） 製品とサービスに関連する法令、規則、要求事項を遵守します。
（4） お客様にとって必要な情報を適切に開示します。

■  品質方針
ノリタケグループは、お客様に満足していただける良い製

品、良いサービスを提供するため「品質方針」を定めています。

品質向上に向けた活動の推進

ノリタケカンパニーは、「白く美しい精緻な洋食器を日本で作

りたい」という創業者たちの熱い想いから誕生した「ものづくり」

の企業です。この精神に基づき、2011年にものづくり強化委員会

を発足させ、製品やサービスの品質向上に取り組んでいます。

2011年に製造部門からはじめた「ものづくり3・1（M3・1）活

動」にて、基盤整備活動を開始し、安定した生産のために安全

や2S、標準化などの基盤となる仕組みの整備を実施してきまし

た。また、技術部門を対象とした「品質活動」についても統合

し、製造と技術が一体となって進める活動へと進化させていま

す。2016年からは基盤強化活動として、生産現場の5大使命で
ある「安全」「品質」「生産」「原価」「人材」をコントロールする
管理標準・基準と仕組みづくりの活動へ展開しています。
そして、営業・技術・開発・管理・企画・事務部門のもの

づくり活動を「S3・1活動」として拡大し、現在は「M3・1活
動」「S3・1活動」の二本柱で活動を進めています。

ものづくり強化委員会

M3・1活動部会
対象／製造・技術

S3・1活動部会
対象／営業・技術・開発・管理・企画・事務

M3・1活動

安全
第一

品質
第一

お客様
第一

S3・1活動

信頼
第一

品質
第一

お客様
第一

■ ものづくり強化の活動

M3･1（エムサンイチ）活動では、製造・技術部門を対象

に「お客様第一、安全第一、品質第一」を掲げ、この3つの

「第一」の達成が、事業を通じて社会に貢献し続けるために

重要であるとの認識の下、活動を推進しています。ものづ

くり体制を一層強化するために、基盤強化活動と品質活動

の二本柱で進めています。

基盤強化活動では、品質(Q)、コスト(C)、納期(D)をより
確実にコントロールするために、生産現場の5大使命のな
かでも、｢安全｣｢品質｣｢生産｣について重点活動を決めて
取り組み、日常管理の質向上を目指して活動を展開してい
ます。また、2020年度からは原価管理の仕組みの再構築
を追加しています。現地現物を基軸に、部門長(工場長･製
造部長)主導でこれまで取り組んできた活動を推進するな
かで、継続的な仕組みとして工場マネジメントシステムで
の運用を目指しています。
ノリタケグループの12工場では、現地現物での活動部
会を開催して、5大使命の活動状況を工場相互研鑽の形で
確認し、参加者による討議や良好事例の横展開を実施して
います。

■ 基盤強化活動

M3・1活動（製造・技術部門）

ねらい

ねらい

・工場経営視点に立った
 マネジメント力向上
・原価管理の仕組み強化

日
常
管
理
の
実
践

お客様に喜ばれる
ものづくりで利益を上げる
『安全』『品質』『生産』 に
おける日常管理標準と
仕組みづくり
顕在化した問題・課題を
テーマに重点活動を展開

工場長
（運営責任者）

次長

グループリーダー
（管理監督者）

チームリーダー
班長・職長
一般従業員

方
針
管
理
の
実
践

▲

工場の階層別役割

M3・1活動部会

45 46

12. 地球を元気に


